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投稿論文 
 
米英の TIF制度の比較と GAM―まちづくりへの規律ある金融へのアプローチ 
 
難波 悠 
東洋大学ＰＰＰ研究センター 
 
 
要旨 
本稿では、主にスコットランドで導入されている Tax Increment Financing (TIF)の仕組
みを紹介し、米国の一般的な TIF の仕組みと比較する。スコットランドは、英国で最初に
TIFを制度化した地域である。英国では、自治体による借入、地方債の発行は一般的でなく、
このため、スコットランドの TIF 制度でも現在のところ民間からの資金調達は採用されて
いない。米国で広く使われている TIF の考え方では、民間金融機関や投資家が TIF で行わ
れようとする都市開発事業を査定して投資の可否を判断する「金融の規律付け」が TIF導入
のメリットではあるが、スコットランドでの手法は、自治体にリスクを負わせることで都市
整備の「成果」に対する責任を持たせようとしている。また、本稿では、同様に成果に連動
する交付金の仕組みである Growth Accelerator Model（GAM）を紹介する。これらの仕組み
は、日本におけるまちづくりや地方創生などの分野で行われている補助事業において、自治
体に整備の社会経済的効果を検討させ、責任を負わせる方法として参考になりうる。 
 
 
１．米国における TIFの仕組み 
１－１．概要 
TIF は 1950 年代初頭にカリフォルニアで法制化され、その後全米に広まった。米国内で
は全国で採用されているまちづくりへの資金調達のための手法で、あらかじめ指定した特
定の区域のまちづくりやインフラ整備に際して、当該区域の税収増加分を返済原資として
利用する。債券を発行し、これを TIF区域内の税収増加分で返済する形がとられることが多
い。債券を発行せずに、民間事業者等に先行投資を行ってもらってこれを TIF区域内で税収
増加が発生した後に支払う方法（pay-as-you-go）や、基金への積立てしてある程度資金が
貯まったら投資を行う方法もある。返済原資として充当可能な税の種類は各州法によるが、
資産税の他、売上税、PILOTs（税代替支払い、土地代等の支払いに応じて税の減免等を行う
方法)、駐車場税等を加えている州もある。 
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図１ 一般的な TIFの仕組み（筆者作成） 
 
１－２．TIFの適用要件 
TIF区域を設定するために必要な要件も州によりさまざまであるが、東洋大学（2010）に
よると、公聴会を開催すること（39州）、荒廃要件を満たすこと（33州）、「But-forテスト」
（TIFを活用しなければ都市再生、経済開発が起こらないことを証明する）を実施すること
（19 州）等が多くの州で求められている要件となっている。開発公社の創設、上位計画と
の整合、フィージビリティ調査等を実施し、TIF区域設定の承認を得る。承認を与えるのは、
基礎自治体である市や郡、さらに州や学校区、大規模開発の審査などを行う委員会組織など
も承認を行うことができる州もある。 
 
１－３．リスクの所在 
TIF債を発行して資金調達を行った場合、当該の税収が増加するかどうかのリスクは資金
を提供する金融機関が負うことになる。米国においては、連邦破産法の中で自治体の破産を
規定していることもあり、自治体は財政力によって格付けされ、これが債券発行時に重視さ
れる。TIFを利用して発行される債券は、TIF区域内の税収増加分のみが返済原資となるた
め、TIFによる税収増加が当初見込みに達しなかった場合でも、自治体は一般財源から補て
んをする必要がない。それとは逆に、自治体の財政力が低くても、TIF区域内で税収の増加
が十分に見込めれば、債券を発行することが可能となる。仮に TIF区域を設定している自治
体が破産をした場合でも、特定財源保証債(レベニュー債)と同様に当該区域からの収入が
十分にあれば、特定財源として優先的に弁済を受ける権利を持つ形式のものが多い。TIF制
度の導入にあたって自治体の破産法制が整備されていることは必須ではないが、破産法制
が整備されることによって金融機関の目利きがより強く求められることとなる、TIF区域内
の税収増加を自治体の財政力とは切り離して査定し資金調達ができるなどのメリットがあ
る。 
ただし、八田ら（2005）によると、TIF債にも TIF事業による税収増加分のみを返済原資
とする「単一保障式 TIF債」と、TIF事業の税収増加分に加えて一般財源による保障を行っ
ている「二重保障式 TIF債」とがある。この場合は、税収増加に対するリスクを自治体（TIF
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の主要な発行主体）が負うことになる。さらに、区域内で開発を行う民間事業者と税収増加
について契約を交わし、民間開発によって一定以上の税収増加が得られなければ差額を自
治体へ支払うこととするものもあるという。 
 
２.英国（スコットランド）における TIFの仕組み 
２－１．概要 
英国（スコットランド）では、2010年に Tax Increment Financing (TIF)が法制化され、
2011 年度から導入された。ただし、導入件数はパイロットとして最大６件（現在までに導
入されているのは 4件）と決められている。スコットランドに続き、イングランドでも 2012
年の地方財政法により TIFが導入された。 
英国における TIFの大枠の考え方は、米国のそれと類似している。すなわち、荒廃した地
域等の都市再生のために必要なインフラ等の整備資金を、開発により将来期待される税収
の増加分で支払うというものだ。ただ、英国では自治体による地方債発行による資金調達で
はなく、公共事業資金貸付協会（Public works loan board、PWLB）からの借入の償還財源
に、従来はスコットランド政府が徴収して地方への交付金の財源として分配している非居
住用資産税（Non-Domestic rates）を充てることができるようにした。 
TIF を設定した場合、TIF 区域を抱える自治体は、TIF 区域からの非居住用資産税の増加
分を自らの税収として留保し、PWLBへの返済に充てることができるようになる。TIFの設定
期間は一律 25 年とされている。また、TIF の借入返済のために、駐車場の利用料金等を財
源として追加することもできる。 
スコットランド政府は、自治体による借入等に対して保守的な姿勢を貫いており、TIF区
域の設定は、自治体の借入を承認するものではないこと、TIFスキームを利用して自治体が
第三者に対してインフラ整備の費用として補助金などを拠出する場合には、スコットラン
ド政府から法令に基づく「借入同意」を得る必要があることを定めている。なお、この同意
に基づいて拠出することができるのは建設費用のみで、運営費用に対しては使用できない。 
上述の通り、現時点においてスコットランドの TIFはパイロット事業の扱いである。この
理由は明示されていないが、Scottish Futures Trust(SFT)1のガイダンス（2011）におい
て、既に承認されている３件以外の残り３件は商業的な開発ではなく最低１件の再生可能
エネルギー関連事業を含むできるだけ多様な分野とすること、また１件は２000万ポンド未
満の規模で実施することをうたっていることから、様々な分野や規模を検証した後に正式
な制度とすることを目的としていると考えられる。 
 
 
                                                     
1 SFTはスコットランド政府が 100％出資して設立した会社で、新しい資金調達手法や PPP手法の検討
などを行っている 
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２－２．TIFの適用要件 
スコットランドの TIFの適用には、インフラ整備によって都市再生、経済開発の潜在力が
引き出されることや But-forテストの実施が求められる。自治体は、TIF区域の設定にあた
り、PFI や公共事業の事前分析と同様に「ビジネスケース」を作成することが求められる。
このビジネスケースの中で、インフラの必要性やその費用、TIF期間中に非居住用資産税の
増加分で PWLBからの借り入れを返済できることを立証する。ビジネスケースの作成に当た
っては、不動産評価や金融の専門知識を持つコンサルタントに、税収増加やインフラ整備効
果の見込みの試算や妥当性検証が委託される。このビジネスケースは、SFTが分析を行った
上で、スコットランド政府からの承認を得る必要がある。 
 
２－３．自治体の留保額と返済リスク 
ビジネスケースの中で、TIF を設定する自治体は、毎年留保できる額が PWLB からの借入
の毎年の元利支払いを上回ることを示す。この留保額は、TIF外の地域からの企業の TIF区
域内への移転など、TIF外地域に与える負の影響（Displacement）がありうることを見込ん
で、実際の税収増加額から一定割合（２～３割程度）を差し引き分配することとしている。
これによって、TIF区域が税の囲い込みで受ける恩恵を区域外にも還元する。 
 
図２ 税収増加分と Displacementのイメージ（筆者作成） 
 
TIFを設定した場合、返済リスクは当該自治体が負うこととなっており、TIF期間中、税
収増加額の全額を返済に充てる。PWLB への返済が終わった後も TIF 期間が残っていれば、
その後は税収増加分の 50％は自治体が自らの収入として留保し、その他のインフラ開発事
業や補修等に使用することができる（残り 50％はスコットランド政府が全自治体への交付
金として使用する）。一方、ビジネスケースで想定された税収に足りない場合には、自治体
に留保できる分はなくなる。とはいえ、法律（Scotland 2010）やガイダンス資料（SFT 2011）
上では、25 年間の TIF 期間中に借入が返済できない場合は想定されていない。一方で TIF
の計画や範囲、事業などの修正を認めていることから、TIF期間終了までに十分な税収の増
加がないと途中で見込まれることとなった場合には、計画内容を変更したり上記の駐車場
利用料などを償還財源に追加したりすることによって償還することが求められると推測さ
れる。 
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２－４．米国の TIFとの違い 
アメリカとスコットランドの最も大きな違いは、アメリカの TIF が主に民間からの資金
調達を想定しているのに対して、スコットランドでは現時点で民間からの借入を想定して
いないことである。これは、アメリカでは自治体の地方税を増税をせずに自主的な開発の財
源を手に入れることができるという点に着目しているのに対して、スコットランドでは地
方自治体の自主財源比率が低く、地方自治体の借入等に対して保守的でありながら、開発の
成果に着目したインフラ投資のあり方 2を重視しているためである。この姿勢は、TIFの設
置を郡や州という基礎自治体や特定目的の行政機関(Community development agency board、
School board等)が承認できる米国各州の制度と違い、スコットランドの場合はスコットラ
ンド政府による承認が必要な点にも表れている。 
スコットランドの場合、民間からの資金調達ではないため、本来「規律ある金融」といっ
た場合に期待されている民間の金融機関による目利きによって経済的効果や財務的パフォ
ーマンスの低いインフラへの投資が抑制されるという効果は薄い。一方で、自治体に整備効
果の責任とインセンティブを与える仕組みによって、自治体はインフラの整備効果を実現
しなければならないことになる。TIF期間中に返済できないことは想定されておらず、かつ
他の財源を追加できるようになっていることから、自治体は他の収入源を犠牲にしてでも
返済をしなければいけないこととなり、責任を持たせていることになる。 
もう一点スコットランドで特徴的なのは、TIFによる中心市街地などの開発によって周辺
地域にある店舗等が TIF 区域内へ移転することに繋がり、負の効果があるということが想
定され、対策が織り込まれている点である。元来 TIFは、TIFを設定した区域だけが税収増
加を囲い込むことができる制度であり、他の地域にとっては不公平な制度であるとも考え
られている。このため TIFの実施にあたっては、当該地域が荒廃していることや、TIF以外
の手法では再生が困難なことの証明（but-forテスト）を要件として定めていることが一般
的である。しかし米国においては近年、これらの要件を満たさない区域や、比較的資産価値
が高い地域においても TIFを利用する地域がでてきているとの指摘もある。 
スコットランドでは、TIF の適用要件に「荒廃」という単語は使われていないが、「都市
再生」や持続可能な経済開発をインフラ整備によって「unlock」できるという表現があり、
これは都市再生が進まない状況であるということを示しているといえる。加えて、but-for
テストを要件とすることで、TIFの乱用を防いでいる。 
 
 
 
                                                     
2 2019年 8月の SFTへの取材では、この手法はあくまでも「資金回収（Funding）」の手法であって、
「資金調達（Financing）」ではないため、「Tax Increment FUNDING」と命名する方がより適切であると
の話が聞かれた。ただし、将来的には民間からの資金調達も選択肢となりうるとのことであった。 
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３.Growth Accelerator Model (GAM) 
３－１．概要 
TIF に類似した手法としてスコットランド国内で新たに始まった取り組みに Growth 
Accelerator Model (GAM)と呼ばれる手法がある。ただし、スコットランドでは革新的な資
金調達手法 3（Innovative finance）として TIFと同列で紹介されているものの、両者の性
質は大きく異なる。GAMは、インフラ整備等にかかった資金に対してスコットランド政府が
地方自治体へ交付する交付金に Payment by Result (PbR)の考え方を採用した仕組みであ
る。TIFが国からの借入を自治体が責任をもって返済しようとする仕組みであるのに対して、
GAMは、成果が達成されなければスコットランド政府からの施設整備交付金が自治体に支払
われなくなるというものだ。自治体にインフラの施設整備を完了させるにとどまらず、整備
した結果、そのインフラがもたらす社会経済的効果を意識させ、効果の薄いインフラ整備を
抑制する。 
GAMでは、戦略的に重要な地域あるいは産業の開発について、公共投資などの遅れが原因
で開発が進んでいない場合、民間が公共に成り代わってインフラの整備を行い、インフラの
完成後、民間は地方自治体から支払を受ける 4。地方自治体はこの費用をスコットランド政
府から交付金として受け取ることになるのだが、全額が保証されるわけではなく、あらかじ
め設定された複数の指標を満たすことが求められる。この指標を満たしているかに応じて
スコットランド政府は 25年間かけて自治体へ交付金を支払う。 
GAMの特徴は、TIFが非居住用資産税の増加分という経済面のみに着目しているのに対し
て、それ以外の社会的な効果もターゲットとして定めていることにある。後述する通り、第
一号として導入された案件では、長期失業者の雇用や職業訓練が指標に設定されている。 
また、同事業では GAM 区域外の周辺地区の非居住用資産税にも着目している。これは、
TIF の際の displacement と同様に、GAM を実施することによって周辺地域にある商業店舗
等が GAM 区域内に移転する可能性を考慮したもので、エジンバラ市は GAM 区域外でも非居
住用資産税収入が落ち込まないように、まちづくりに力を入れることが求められる。TIFで
は、TIF区域が区域外よりも特権的な税の留保権を得ることになるため、区域外の地域への
負の影響を金銭的に手当てしようとしているのに対して、GAMでは、GAM区域外の地盤沈下
が起こらないようにする活動を求める形になっている。 
 
 
                                                     
3 英国内では、政府予算が施設の建設のための投資予算（Capital budget）と施設の維持管理やその他の
行政にかかわる歳入予算（Revenue budget）に区分されており、Innovative financeは、Revenue budget
を使用した施設整備のことなどを指している。 
4 ただし、エジンバラ市にはこれを一括で支払う財政力はないため、実際には、同市は 6140万ポンドの
借入（金利 5.2％）を行い、25年間かけて返済する義務を負う。スコットランド政府は、その返済に必要
な資金（元本、利子）を成果連動型で手当てする。 
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３－２．事例 
GAMの第 1号の適用案件となったのは、エジンバラ市中心部にあるエジンバラセントジェ
ームスと呼ばれるプロジェクトである。元々ショッピングモールがあった街区で、施設の老
朽化や商業の衰退が進んでいた。またエジンバラ市はこの周辺の道路の改良やトラムの延
伸（トラムはこの地区の一つ手前の停留所が終点となっている）などを計画していたものの、
実際には計画が進んでいなかった。民間事業者は 2000 年代中頃にこの商業施設を取得し、
再整備を計画した。しかし金融危機によって 2009年には撤退の判断を迫られる状態となっ
た。この地域の開発を軌道に乗せるためにも、市によるインフラ整備は不可欠であった。そ
こで考えられたのがこの GAMの手法である。 
民間事業者は、自らの開発にとっても有益となるインフラの整備を公共の代わりに先行
投資して実行する。事業者が整備するのは歩行者空間整備やアクセシビリティの向上、トラ
ム導入が可能なラウンドアバウトの改良、トラムの停留所、公衆トイレ、広場の整備などで
ある。民間事業者にとっては初期投資が増大することにはなるが、公共の投資判断を待たず
にインフラを整備でき、施設のアクセス、開発の魅力、事業性の向上が期待できる。インフ
ラは公共施設であるため規格はエジンバラ市が法令に基づいて指定する。これらの施設の
整備費用は総額で 6140万ポンドと見込まれている。 
施設が完成、引き渡しされ、商業施設のテナント入居率が 3分の 2以上となれば、エジン
バラ市は 6140万ポンドを民間事業者に支払う。もし、整備費用がそれよりも安い場合は民
間が一定額を分担金等の名目で支払い、6140 万ポンドを上回った場合は、整備費用に応じ
て最大 35万ポンドがエジンバラ市から事業者に支払われる。 
スコットランド政府からの交付金を受けるためにエジンバラ市が満たさなければいけない
ターゲットは以下の三つである。 
①GAMの指定区域内での商業やレジャー固定資産の課税標準額（Rateable value）の上
昇（この指標を満たすことで年間支払いの 55%を受けられる） 
②GAM区域外の周辺地区における非居住用資産税 5の課税標準（総額）の上昇（同 25%） 
③長期失業者や社会的弱者などの雇用と職業訓練（同 20％） 
この三つのターゲットを満たせば、年間 427 万ポンドがスコットランド政府からエジン
バラ市に支払われる（さらに、民間事業者が年間 50万ポンドの負担金を支払う）。各ターゲ
ットで未達があれば、その割合に応じて交付金が減額される。なお、ターゲットを満たして
いるかどうかは当初３年間で評価し、もしその間にターゲットを満たすことができなけれ
ば、さらに３年間延長してモニタリングすることとなっている。①～③について、長期的な
測定については定められていない。この点で、TIFに比べて GAMは短期間の成果に着目して
                                                     
5 固定資産の課税標準額（Rateable value）は、5年おきに評価が行われるもので、概ね、商業等の非居住
用資産の市場における賃貸価格等が基になる。商業施設の場合、テナント毎に Rateable valueが設定され
る。これを基に、自治体は非居住用資産税（Business rates）を決める。 
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いると言える。インフラ整備を受けたより持続的なまちづくり・エリアマネジメント活動等
へのインセンティブを与えるには、設定するターゲットの内容やその測定期間の設定を検
討する必要がありそうだ。 
③の長期失業者の雇用や職業訓練は、普通に考えれば民間事業者の商業開発やインフラ
開発とは関連付けにくく（例外として、工事の際に失業者や未熟練労働者の雇用を一定割合
で義務付けるなどの方法は考えられる）、これを自治体が支払いを受けるターゲットとする
のは難しいように思われる。しかし、本商業開発は非常に大規模なため、計 2500人の従業
員数、新規の雇用数も千単位になると見込まれている。そこで、民間との交渉で商業・ホス
ピタリティ産業の人材育成のための施設を、民間が施設を整備し公共が運営する「民設公営」
型で設置することを決めた。これにより、公共は無償で職業訓練施設を手に入れられるだけ
でなく、ターゲットを満たす可能性を高めることもできる。五つ星ホテルやサービスアパー
トメントの整備なども進んでいるため、訓練された人材がいることは、開発事業者、テナン
トにとっても魅力となる。GAM区域内の事業者のニーズと職業訓練の内容を関連付け、事業
者、参加者にとっても有益なものとなる形を作ることで、GAMの指標達成も容易になる。 
なお、エジンバラセントジェームスは、総延床面積約 170万平方フィート（約 15.8万㎡）
の大規模開発で、商業、ホテル、サービスアパートメント等が整備される。2020 年秋の開
業、2021年の全体完成が計画されている。 
 
４.日本への示唆 
ここで、改めて本稿で紹介した手法をまとめる。 
各制度の比較 
  アメリカ TIF スコットランド TIF スコットランド GAM 
要件 
荒廃要件 
公聴会 
But-forテスト 
But-forテスト 
インフラ整備により都
市再生等のきっかけと
なること 
公共の投資が遅れてい
るなどの理由で荒廃し
ている 
地域的、産業的に戦略
的に重要 
対象とな
る税（財
源） 
資産税、売上税等の増
加分 
非居住用資産税の増加
分。ただし、その他に
当該地域の駐車場収入
などを追加することが
できる 
スコットランド政府か
らの施設整備に対する
交付金 
評価の対
象 
特定地域の再生と不動
産価値の向上 
特定地域の再生と不動
産価値の向上 
特定地域の活性化、不
動産価値の向上、他の
社会経済環境の改善 
資金調達 金融機関、民間企業等 公共事業資金貸付協会 
スコットランド開発銀
行 
承認 
市議会、開発委員会、
住民投票など 
スコットランド政府 スコットランド政府 
期間 
最長期間は州毎に異な
り、各 TIFが設定する 
25年（固定） 25年（固定） 
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形式 
TIF債を発行してその償
還に TIF地域の税収増
加分を充てる、民間事
業者にインフラ整備等
を行ってもらい、TIF地
域からの税収増加が発
生したら弁済する
（Pay-as-you-go)等の
方法がとられる 
本来スコットランド政
府に払う「非居住用資
産税（NDR）」について
増加分を TIFの主体と
なる自治体が留保でき
るようになる。PWLBか
らの借り入れをこの留
保分で返済する。債券
の発行はしない 
民間が自ら資金を調達
してインフラを整備す
る。管理者となる自治
体は、引き渡し後費用
を一括弁済し、スコッ
トランド政府から交付
金を 25年間で受ける。
ただし、GAMの指標を満
たさなければ支払われ
ない 
特徴 
民間からの資金調達が
盛んに行われている。
郡や州の承認などが必
要とされることは少な
い。返済責任は TIFが
負い、自治体の一般財
源には影響を与えない
ノンリコースが一般的 
元々は国税において、
地方交付税の原資とな
る非居住用資産税の一
部を自治体が留保でき
るようになる。スコッ
トランド政府の承認が
必要。現時点で民間か
らの資金調達はしな
い。NDR以外の財源の追
加も可能 
不動産にかかわる税収
の増加を評価はする
が、それ以外の社会経
済的価値についても評
価項目とする。指標を
満たさない分は交付金
が得られない 
日本への
適用可能
性 
特定の地域の税収をその地域の税収として扱うた
めには税、財政制度の改正が必要。米国式 TIF同
様に債券発行を行う場合、レベニュー債の導入や
三セクによる債券発行等各種の制度改正が必要 
公共インフラ等の整備と不動産価値向上の関連性
が明確ではない 
交付税の交付率は施設
の種類やその他の条件
で事前に決定されてい
る。施設の完成以外の
成果は評価しない。地
方交付税に関する法令
の改正が必要 
 
①米国型 TIFの導入への障壁 
TIFは、インフラ整備等に対して規律のある資金調達を促す手法として、日本国内でも長
らく議論されてきた。しかし、まず日本の財政制度では、TIFを活用した場合に地方交付税
の減額等、TIFを利用することに対する阻害要因が生じる。現行の地方債制度では、特定区
域からの税収を特定の目的（プロジェクト）の返済原資として固定して債券を発行すること
はできない。また、特定のプロジェクトや水道局や土地開発公社などが債券を発行すること
もできない。これまで国内では、茨城県が、外郭団体が運営する廃棄物処理施設の整備のた
めに、「レベニュー信託 6」という手法で資金調達を行った事例はある。 
ただ、同事業では、廃棄物処理委託料という受益者負担の性質が明確となるが、TIFの場
合は区域内でのインフラ整備と税収増加の因果関係、他の地域に対して不公平ともなりう
る税の使途の固定は容易ではないだろう。仮に日本で米国と同様の TIF 制度を導入する場
合、返済原資として考えられる税は、地方税である固定資産税や都市計画税、事業所税、法
人住民税(市区町村)が想定されるが、区域設定の根拠、税収増加見込みの査定等の課題も多
い。 
                                                     
6 同事業の主体は第三セクターであり、地方債の発行を行うことができないためレベニュー債ではなく、
信託の手法を用いた。 
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米国の TIFを参考にする場合には、税法・地方債制度の改正、TIF導入のメリットとして
の自治体の破産制度、さらに金融機関等における自治体の財政力や事業の事業性に応じた
格付けが必要となる。また、放置された工場跡地や空き家があれば、都市の中心部であって
も資産価値が著しく低下（荒廃）し、これとは逆に新しいインフラ整備が行われれば正の効
果も表れやすい不動産市場があり、それが固定資産税の増収につながりやすいことも前提
となっている。しかし、川崎（2014）は、新駅開発やこれに伴う駅からの徒歩圏面積の拡大
があっても、固定資産税の増収にはつながっていないことを示している。このような事情か
ら米国型の TIFの導入は進まないのが実情だ。 
 
②地方交付税財源の留保 
スコットランドの TIF または GAM は、あくまでも債券を発行する資金調達のための手法
ではなく、中央政府と地方政府との資金回収において、施設の管理者である自治体が TIF的
な「税収の増加分」や社会経済的な成果の達成に対するリスクを負う仕組みとして導入され
ている。TIFは、これまで中央政府が地方交付税的な予算配分の原資として利用していたも
のを、地方分権が進む流れの中で自治体の自主性、努力に対してインセンティブを与えるこ
とを目的としている。自治体は、税収増加やその他のターゲットに到達できなければ、イン
フラ整備費用にかかる借り入れを他の収入源や一般財源等でやりくりしなければならなく
なることや、第三者機関（SFT）やスコットランド政府の承認を得なければならないことで、
投資に対する「規律付け」を行おうとしている。民間金融機関・投資家の「目利き」によっ
て資金調達に制約がでるほどの強さはないものの、施設整備がもたらしうる効果、整備費用
の回収可能性を検証させることで、投資規模の再検討や抑制は期待できるだろう。 
仮に日本で TIFを導入しようとした場合には、同様の枠組みを行おうとすれば、地方交付
税の財源となっている税の一部税の増加分を対象とするという考え方もあろうが、地方交
付税法やその他の税法等の改正が必要となるため、導入はやはり簡単ではない。地方交付税
額の算定にあたって、特定区域でのまちづくりの効果を考慮した算定を行うといった方法
も考えられるが、TIF区域を設定するのに適したような地域が無い自治体からは賛同は得に
くいだろう。 
 
③補助事業の規律付け 
GAMの仕組みは税の留保等を認めているわけではなく、補助事業に対する国からの補助割
合をあらかじめ定めた重要成果指標の達成状況に応じて変動させようとするものだ。日本
では、同様の手法を地方公共団体金融機構などからの借入の返済や、補助事業に対する補助
割合の算定などにこういった仕組みを導入することで、不要なインフラや過剰な規模・内容
の施設が抑制される効果も期待できよう。 
日本においては、「補助事業」として国庫支出金、また地方交付税などを通じて、国が自
治体に対して公共性のある施設の整備を奨励してきている。しかし一方で、この補助が、不
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必要な事業への投資を促進してしまっている面も否めないのではないだろうか。例えば、社
会資本整備総合交付金や地方創生関連の各種交付金などにおいて、「国費率」を一定とする
のではなく、交付金の一部を成果に応じた支払いとする仕組みや、交付金の割合に幅を持た
せる仕組みなどを検討することも考えられよう。地域版総合戦略等では、KPIの設定や PDCA
の仕組みの導入を推進しているが、この目標設定や検証をより実のあるものとするために
も、支払いの仕組みと関連付けることが必要だ。例えば、地方創生加速化交付金の検証を行
った報告書（内閣府 2018）によると、「“アウトカム”とは言い難い KPI が設定されていた
り、交付金事業によるアウトカムとして評価・計測し難い KPIが設定されていたりするケー
スが存在している」と指摘されている。また、交付金事業のアウトカムとして KPIの達成状
況が他の KPIの達成状況に比べてもやや低いことが明らかになっている。このため、GAMと
いう長期の仕組みの中で、意味のある KPIを設定するのは容易ではないだろうが、日本の現
状を見ても検討の価値はあると考えられる。 
スコットランドにおける TIF や GAM の仕組みは、制度面だけを見れば債券発行を主な資
金調達手法とする米国版の TIF よりも導入しやすいと考えられる。いずれも自治体からの
反発はあろうが、TIFでは特定の区域だけが税を囲い込もうとするのに対して、GAMは整備
後のまちづくりにも責任を持たそうとするもので、これに反発をするのは自治体が「作って
終わり」という意識を持っているからともいえる。インフラ整備後の社会経済的な効果、資
金回収方法を検討させることで、地方創生関連事業などへのバラマキ批判等も抑制できる
だろう。 
 
④資金回収に対する意識付け 
英国や豪州 7の PPP 事業では、当初の建設資金を賄うための資金調達（Financing）と施
設の運営が始まった後の資金回収（Funding）の手法は異なるものであり、明確に区分して
検討すべきであるとの考え方があり、それぞれで最も適した手法を検討することを求めて
いる。これまで、日本の自治体では初期投資の工面の仕方ばかりが注目され、独立採算型の
事業を除いては資金回収の手法や回収できる額等は十分に検討されていない。まちづくり
や公共施設、インフラ整備のための資金回収手法の検討を義務付ける等で、自治体に対して
施設の必要性、施設規模と内容、整備手法の再考を促すことになろう。また、資金回収の考
え方を PPP/PFI で独立採算型ではなくとも事前に検討することを求めることで、初期の契
約が終わった後のＰＦＩ案件における第二期の運営手法のあり方等を検討することにもつ
                                                     
7 本稿では詳述しないが、オーストラリアのビクトリア州では、公共事業への投資承認を得るためのステ
ップとして、資金調達と資金回収の方法、見込みを精査することが求められている。また、2016年に新
たに導入された「Value Creation and Capture framework」という事業の投資効果等を検討するための枠
組みでは、公共事業が生み出す直接的な価値、広範な経済波及効果(WEBs)、新たに生み出す付加価値と
その手法を民間事業者に提案してもらうほか、税、利用料金、商業開発、BIDをはじめとした資金回収手
法の検討の枠組みも示している。 
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ながるだろう。 
 
⑤区域設定のあり方 
TIF区域を工場跡地や特定空家があり荒廃したような地域に限定する等、一定の考え方を
整理する必要もある。米国内では、本来荒廃した地域や But-forテスト等の要件を満たすこ
とが TIFの要件と考えられてきたが、近年では、税収増加の効果が表れやすい地域（高級住
宅街の周辺や荒廃していない中心市街地の商業地区など）で TIF を利用しているケースも
増加し、批判の対象ともなっている。スコットランドでは、TIF区域の設定によって周辺地
域には負の影響が表れることを前提として、TIF区域の税収増加分から一定割合を差し引く
手法を導入している。こういった区域外への配慮だけでなく、区域の厳密な考え方も必要だ。 
区域をあまり小さく設定してしまうと TIF や GAM の考え方を導入しようと思ってもその
効果を達成しづらく、かといって広く設定しすぎると意味を持たないものとなる。例えば、
立地適正化計画の居住誘導区域のうち、特に都市再生の必要性が必要と認められる区域等
を指定することを要件として考えることもできる。ただし、自治体によっては居住誘導区域
を都市計画区域全域に定めていたり、災害時に被害が予想される区域（浸水想定区域、土砂
災害警戒区域等）の指定が居住誘導区域と整合していなかったりするものもある。適切な区
域設定を可能にするためには、施設・インフラの整備前と後でどの税に対してどの程度の増
収効果があるか、その範囲がどの程度まで及ぶか等のデータ収集が必要となる。 
 
 
まとめ 
我が国において、TIF制度を導入するには、さまざまな課題がある。税法の扱い、自治体
の破産法制だけでなく、荒廃した敷地・建物の存在が資産価値に反映される不動産鑑定、税
評価の仕組み等も必要と考えられる。このため、日本国内に従来紹介されてきた米国の TIF
の仕組みを導入するのは困難である。スコットランドの TIFであっても、いずれかの税の留
保を一部の自治体だけに認めようとすれば、制度の適用に適した地域を持たない自治体か
らの反対も予想され、慎重な議論が必要となる。一方で、GAMの仕組みのように、施設整備
事業への交付税の支払いについて、社会経済的な成果を上げることを自治体に求めること
によって規律付を行う方法は、全ての施設・インフラに適用可能ではないものの、まちづく
り関連の事業においては有効であると考えられる。ただし、GAMはインフラ整備、まちづく
りの直接的な効果（不動産価値の上昇・固定資産税の増加）だけでなく、社会経済的な価値
を指標として設定しようとしている。これには、当該指標が成果を図るうえで重要な KPIで
あり、十分に因果関係があるものであることが求められる。加えて、返済リスクを負う自治
体だけでなく、区域内の事業者にとっても指標の達成がメリットあるものであることも重
要となる。 
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